
大阪府立大学工業高等専門学校 建設工事等事後審査型条件付き 

一般競争入札（郵便方式）入札心得 

公立大学法人大阪 大阪府立大学工業高等専門学校 

 

（目的） 

第1 条 この心得は、公立大学法人大阪 （以下「法人」という。）が行う大阪府立大学工

業高等専門学校に関する建設工事等事後審査型条件付き一般競争入札（郵便方式）に参加

しようとする者（以下「入札参加者」という。）が守るべき事項を定めるものとする。 

（法令等の遵守） 

第2 条 入札参加者はこの「大阪府立大学工業高等専門学校建設工事等事後審査型条件付

き一般競争入札（郵便方式）入札心得」（以下、「入札心得」という。）、関係資料等及

び契約書案の各条項並びにその他関係法令等を遵守しなければならない。 

２ 入札参加者は正常な入札の執行を妨げたり、他の入札参加者の迷惑になるようなこと

を避けるほか、常に公共工事等を推進するにふさわしい入札参加者としての態度を保持し

なければならない。 

３ 入札参加者は、仕様書、設計書及び図面その他契約締結に必要な条件を熟知のうえ、

入札しなければならない。 

（公正な入札の確保） 

第3 条 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（以下「独占禁

止法」という。）等に抵触する行為を行ってはならない。 

２ 入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参加者と入札価格

又は入札意思についていかなる相談も行わず、独自に入札価格を定めなければならない。 

３ 入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札価格を意図的に開示

してはならない。 

（入札保証金） 

第４条 入札参加者は、入札価格の100 分の108 に相当する金額（以下「契約希望金

額」という。）の100 分の５以上の入札保証金（現金に代えて納付される証券を含

む。）を納付するものとする。 

２ 入札保証金は、落札者が納めたものについては契約を締結した後に、その他の者が納

めたものについては入札終了後速やかに還付するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、落札者が納めた入札保証金は、その者の申出により契約保

証金に充当することができる。 

4 入札参加者が、次の各号のいずれかに該当する場合は、入札保証金の納付を免除するも

のとする。 

（１）保険会社との間に法人を被保険者とする入札保証保険契約を締結したとき。 

（２）過去の入札（国、地方公共団体その他公共的団体との入札を含む。）において、 



落札後契約を確実に締結しているとき。 

（３）過去の契約（国、地方公共団体その他公共的団体との入札を含む。）において、契

約を誠実に履行しているとき。 

（４）社会的及び経済的信用、技術並びに能力を有していると認められるとき。 

５ 前項第1 号の規定により入札保証金の納付を免除するときは、当該入札保証保険契約

に係る保険証券を提出させなければならない。 

（入札及び契約時の使用言語等） 

第５条 入札及び契約に関して用いる言語は日本語とし、通貨単位は、日本円とする。 

（入札参加資格） 

第６条 入札参加は、入札公告及び共通入札説明書に掲げる入札に参加する者に必要な資

格を有する者に限る。 

（入札書、内訳書及び入札参加申出書の提出） 

第７条 入札参加者は、入札書、内訳書を入札用封筒に入れて封かんし、さらに工事案件

ごとに郵送用封筒に入札参加申出書（以下「申出書」という。）とともに入れ、書留郵便

等配達記録が残る方法により提出しなければならない。 

２ 入札書、内訳書及び申出書（以下「入札書等」という。）は入札公告で指定した提出

先に提出期限までに到着しなければならないものとする。なお、入札書等は、法人への直

接持参は認めないものとする。 

３ 入札書の日付は入札書作成日を記入すること。 

４ 落札者決定に当っては、入札書に記載された金額（以下「入札価格」という。）に当

該金額の100 分の8 に相当する額を加算した金額（当該金額に1 円未満の端数があると

きは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって請負金額とするので、入札参加者は、消

費税及び地方消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約

希望金額の108 分の100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

５ 郵送等に係る費用については、入札の結果にかかわらず入札参加者の負担とする。 

６ 提出した入札書等は、書換え、引換え又は取消しすることはできないものとする。 

７ 内訳書が同封されていない入札書は受け付けないものとする。 

（入札の辞退） 

第8 条 入札書等の郵送後においても、入札執行（開札）までの間は、入札を辞退するこ

とができる。ただし、一旦、辞退した場合は、それを撤回することができない。 

２ 入札書等の郵送後に入札を辞退するときは、法人府立大学事務局大学管理部施設課に

入札辞退届（様式第３号）を入札執行（開札）までに届くように持参又は郵送するものと

する。 

３ 入札を辞退した者は、これを理由として以後の入札参加等について不利益な扱いを受

けるものではない。 

４ 入札を辞退した者は、当該入札案件には再度参加することはできない。 



（入札の中止等） 

第9 条 入札参加者が連合し、又は不穏な行動をなす等の場合において、入札を公正に執

行することができないと認められるときは、当該入札に関する調査を行い、これにより入

札の執行を延期し、若しくは入札の執行を取りやめとする場合があるものとする。 

２ 入札の執行に際して、天災地変、その他やむを得ない事由が生じたときは、その執行

を延期し、又は取りやめることがある。 

（入札の中断及び調査の実施） 

第10 条 入札において、前条１項により、入札担当者が必要と認めるときは、当該入札を

中断し、当該入札に関する調査を行う。 

（入札書等の不受理） 

第11 条 次の各号のいずれかに該当する入札書等は、不受理とする。 

（１）第７条に規定する方法以外により提出された入札書等 

（２）入札公告に示す入札書提出期限を超過して提出された入札書等 

（３）郵送用封筒に、工事名称、入札参加者名が記載されていない等、意思表示が不明瞭

である入札書等 

（４）申出書の記載に重大な不備がある場合 

２ 前項各号において不受理とした入札書等は、その理由を付して当該差出人に返却する

ものとする。 

（開札の傍聴） 

第12 条 開札の傍聴を希望する入札参加者は、入札公告で示した入札（開札）予定時刻の

10分前までに、名刺等入札参加業者の役員及び従業員であることを証明できるものを持参

のうえ、入札会場に集合し、受付を経た後、開札を傍聴することができる。 

（開札） 

第13 条 指定期日までに郵送された入札書の開札は、入札公告で示した日時及び場所にお

いて行うものとする。 

２ 開札の立会いは、入札担当者以外の職員が行うものとする。 

３ 入札担当職員は、郵送された入札書在中の封筒を開封し、入札結果を発表する。 

（無効の入札） 

第14 条 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

（１）入札に参加する資格がない者及び虚偽の申出を行った者のした入札 

（２）記名押印を欠く入札 

（３）金額を訂正した入札、又は金額の記載の不鮮明な入札 

（４）誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札 

（５）談合その他不正行為により入札を行ったと認められる入札 

（６）同一の入札について、２以上の入札をした者の入札 

（７）申出書の提出を行わない者のした入札 



（８）入札用封筒に工事名称、入札参加者名（住所・商号又は名称・代表者氏名）が記載

されていない入札 

（９）入札用封筒及び郵送用封筒の工事名称及び入札参加者名（住所・商号又は名称・代

表者氏名）と同封された入札書の工事名称及び入札参加者名（住所・商号又は名称・代

表者氏名）が相違する入札 

（10）入札用封筒に封印していない者の入札 

（11）1 枚の郵送用封筒に複数の入札案件の入札書等を同封した入札 

（12）前各号に定めるもののほか、指示した条件に違反して入札した者の入札 

（失格） 

第15 条 次の各号のいずれかに該当する者は失格とする。 

（１）最低制限価格を設けた場合、当該金額を下回った入札を行った者 

（２）提出期限までに事後審査申請書及び審査資料の提出を行わない者 

（３）開札の日から落札決定までの期間において、次のアからオまでのいずれかに該当し

た者の入札 

ア 大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた者又は同要綱別表に掲

げる措置要件に該当した者 

イ 大阪府公共工事等に関する暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた

者又は同要綱別表に掲げる措置要件に該当した者 

ウ 法人の入札参加停止の措置を受けた者 

エ 法人との契約において、談合等の不正行為があったとして損害賠償請求を受けた者 

オ 公立大学法人大阪契約事務取扱規程第1５条第１項に該当した者 

（落札候補者及び落札者の決定） 

第16 条 開札の結果、落札結果を留保した上、予定価格の制限の範囲で最低の価格を提示

した者を落札候補者とし、提出期限までに事後審査申請書及び審査資料の提出を受けた

後、入札参加資格の審査の結果、入札参加資格があると判断された者を落札者とする。 

２ 審査の結果、入札参加資格がないと判断したときは、第1 項の次順位の最低の価格を

提示した者を落札候補者とし、提出期限までに審査申請書及び審査資料の提出を受けた

後、入札参加資格の審査の結果、入札参加資格があると判断された者を落札者とする。 

３ 前項の審査は、落札者を決定するまで繰り返すものとする。 

（落札となるべき同価格の落札候補者が２者以上ある場合の落札候補者の決定） 

第17 条 開札の結果、落札候補者となるべき同価格の入札をしたものが２者以上あるとき

は、落札決定を留保した上で、抽選により落札候補者及びその次の順位以降の者を決定す

るものとする。 

２ 前項の抽選の方法は、別に定める方法による。 

３ 審査の結果、入札参加資格がないと判断したときは、第1 項の次順位者を落札候補者

とし、提出期限までに事後審査申請書及び審査資料の提出を受けた後、入札参加資格の審



査の結果、入札参加資格があると判断された者を落札者とする。 

４ 前項の審査は、落札者を決定するまで繰り返すものとする。 

（低入札価格調査制度を採用したときの落札候補者の決定） 

第18 条 低入札価格調査制度を採用したときは、落札候補者の入札価格によっては、当該

入札価格によって契約の内容に適合した履行がなされるか否かの調査及び審査（以下「低

入札調査」という。）を行い、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされない

おそれがあると認められるとき、又はその者と契約することが公正な取引の秩序を乱すこ

ととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、その者を落札候補者と

せず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、最低の価格をもっ

て入札した者を落札候補者とすることがある。 

２ 低入札調査を行う必要がある落札候補者が２者以上あるときは、事後審査の順位に従

い、低入札調査を実施する。この場合、上位順位の者の価格により契約内容に適合した履

行がなされないおそれがあると認められないとされた場合は、その者を落札者とし次順位

以降の者の低入札調査は行わない。 

３ 落札候補者の入札価格が調査基準価格を下回る場合であっても、第１５条に規定する

失格事由に該当するときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のう

ち最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、事後審査の結果、有効である

と認められた者に限る。 

（落札金額） 

第19 条 落札金額に１円未満の端数が生じた場合、切り捨てるものとする。 

（入札結果及び落札者の公表） 

第20 条 入札結果及び落札者については、法人ホームページに掲載し、公表するものとす

る。 

（契約保証金） 

第21 条 落札者は、契約を締結するにあたり契約金額の100 分の10 以上の契約保証金

を納付しなければならない。ただし、次の各号に掲げる担保の提供をもって契約保証金の

納付に代えることができる。 

（１）法人が認めた契約保証金に代わる担保になる有価証券 

（２）法人が確実と認めた当該契約による債務の不履行により生じる損害金の支払を保証

する金融機関等の保証 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、契約保証金は免除

する。 

（１）債務不履行により生ずる損害を補填する履行保証保険（保険金額は、契約金額の

100 分の10 以上）を締結したとき。 

（２）債務の履行を保証する公共工事履行保証契約（保険金額は、契約金額の100 分の

10 以上）を締結したとき。 



（契約の締結等） 

第22 条 契約書を作成する場合においては、落札者は、契約書に記名押印し、落札決定の

日の翌日から起算して、10 日以内に契約担当者に提出しなければならない。 

ただし、契約担当者の承諾を得た場合は、この期間を変更することができる。 

２ 落札者が前項に定める期間内に契約書を提出しないときは、落札者としての権利を失

う。 

３ 前項の規定により落札者が契約を締結しないとき、落札者は違約金を法人に支払わな

ければならない。この場合、法人は一切の責めを負わないものとする。 

４ 契約は、契約書を作成し、法人と落札者双方が契約書に記名押印しなければ、成立し

ないものとする。 

(違約金の徴収) 

第23 条 前条第２項の規定により落札者が契約を締結しないとき、落札者は、契約希望金

額の１００分の２に相当する金額を違約金として納付しなければならない。この場合、法

人は一切の責めを負わないものとする。 

（契約の解除） 

第24 条 落札者が契約を締結した場合において、当該落札者（以下「契約者」という。）

が、次の一に該当する行為を行ったと認められるときは、法人は契約を解除することがで

きる。 

（１）独占禁止法に違反する行為を行ったと認められるとき。 

（２）契約条項に違反する行為を行ったと認められるとき。 

（３）法人の入札において、その公正な執行を妨げた者又は公正なる価格の成立を害し、

若しくは不正の利息を得るため談合その他不公正な行為をしたとき。 

（賠償額の予定等） 

第25 条 契約者は、前条各号の一の規定に該当する行為を行ったと認められるときは、法

人が契約を解除するか否かを問わず、賠償金として契約金額の100 分の20 に相当する

額を支払わなければならない。 

２ 契約者は、法人に生じた実際の損害額が前項に定める額を超えるときは、超過分を支

払わなければならない。 

３ 前２項の規定は、その契約に係る業務等が完成した後においても同様とする。 

（異議の申立） 

第26 条 入札に参加した者は、入札後において、この心得、契約書の各条項、設計図書等

において、不明又は錯誤等を理由に異議を申し立てることはできない。 

附 則 

この心得は、２０１９年８月１日から施行する。 


